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研究成果の概要（和文）：本研究では、国際化とイノベーションの相互作用がどのように企業パフォーマンスの向上に
結び付くのかを、企業や工場レベルの大規模なデータを用いて分析した。まず、日本企業の場合、輸出開始後に学習効
果によって生産性を向上させていることが認められた。また、海外で生産だけでなく販売や研究開発活動まで行う企業
は、国内の研究開発活動の効率性が格段に高かった。さらに、輸出開始に伴い、生産品目の変更が活発に行われており
、高付加価値の品目が導入される一方、低付加価値の品目が削除される傾向があった。輸出開始後の生産性向上は、生
産品目構成の変化とも関連があると考えられる。

研究成果の概要（英文）：This study investigates how international business and innovation activities 
improve the productivity of firms, using the large-scale firm- or plant-level datasets underlying various 
government surveys for Japan. The findings are as follows. First, Japanese firms improve their 
productivity after starting exporting, suggestign the existence of learning by exporting effects. Second, 
firms with international activities are much more efficient in innovation than firms with only domestic 
activities. Third, export starters are more likely to add and drop products within a plant than never 
exporters. Added products tend to have higher product attributes than dropped products, suggesting that 
these product compositional changes are associated with productivity growth of export starters.

研究分野：社会科学・経済学・応用経済学・国際経済学
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１．研究開始当初の背景 
（1）1990 年代以降、大規模なミクロ・デー
タ（企業・事業所レベル、個人レベルのデー
タ）を利用した統計分析が進展した。その結
果、同一国内・産業内に属する企業の行動が
必ずしも同一ではなく、各企業の異質性・不
均一性（Firm heterogeneity）を考慮した分
析が必須の状況となっている。 
（2）すでに多くの研究で、国際化できる企
業はそうでない企業よりも生産性が高いこ
と（自己選択効果）が確認されている一方、
国際化した後の生産性上昇効果（海外市場か
らの学習効果による生産性の上昇）について
は、諸条件によって異なる結果が提出されて
いる。 
（3）海外市場への進出が技術革新を生み出
す源泉となる、という仮説自体は新しくはな
いが、国際化とイノベーションという２つの
異なるテーマの融合を目指す実証研究は、こ
れまで極めて少なかった。しかし、近年、欧
州諸国でイノベーションに関する企業レベ
ルの調査データが利用可能になったことも
あり、イノベーション－生産性－国際化の 
リンケージを解明しようとする実証分析が
活発になっている。ただし、このリンケージ
の定量的な重要性は十分に分かっていない。 
 
２．研究の目的 
イノベーションと国際化のリンケージや
相互作用がどのように企業パフォーマンス
の向上に結びつくのかを、大規模な企業レベ
ル、または工場レベルのデータを利用して分
析する。具体的には、輸出や海外展開などを
行っている企業とそうでない企業との間で、
研究開発活動の方法や成果、生産品目構成の
違いなどを詳細に分析し、海外市場からの学
習効果のメカニズムを解明することを目的
とする。 
 
３．研究の方法 
（1）本研究では、主に以下の政府統計調査
の個票データを利用して分析を行った。経済
産業省『企業活動基本調査』、『海外事業活動
基本調査』、『工業統計調査』、文部科学省『全
国イノベーション調査』の 4つの統計調査で
ある。 
これらの異なる調査の個票データを、企業
レベルで接合できれば、国際展開による学習
効果のメカニズムをより詳細に分析できた
はずであるが、データの制約から非常に困難
であることが判明した。そのため、個々の調
査データを別々に分析したが、『企業活動基
本調査』と『海外事業活動基本調査』につい
ては本社企業レベルでの接合が可能で、かつ
十分なサンプル数も確保できた。 
（2）まず、『企業活動基本調査』を用いて、
輸出を開始した企業における生産性向上の
効果を分析した。さらに、『全国イノベーシ
ョン調査』を利用し、海外での販売や生産、
研究開発活動などを行っている企業とそう

でない企業とにおいて、国内研究開発活動の
実施体制や研究成果にどのような違いがあ
るかを分析した。一方、日本企業の研究開発
パフォーマンスを評価するため、韓国企業と
の生産性や研究開発活動の比較分析や日系
海外現地法人との生産性比較分析等を行っ
た。国際比較については、『企業活動基本調
査』と『海外事業活動基本調査』のデータを
利用した。また、国際展開と生産品目構成変
化との関係については、『工業統計調査』を
利用し、輸出を開始した工場・停止した工
場・輸出をしていない工場・常に輸出をして
いる工場とで、生産品目構成にどのような変
化があるかを分析した。同様な工場レベルの
データが存在する韓国とインドネシアの研
究者とも協力し、同様な枠組みで 3カ国を比
較分析することにより、日本固有の現象かま
たは国際的に共通に見られる現象であるの
か、検証も行った。これらの分析から、輸出
や海外生産が、国内の生産や研究開発活動を
どのように変化させ、生産性の上昇に結びつ
いているかを検証し、海外市場からの学習効
果のメカニズム解明を目指した。 
（3）これらの大規模な企業レベル・工場レ
ベルのデータを統計的に分析しつつ、研究過
程や成果を国内外の研究機関における研究
会や国内外の学会等で報告しながら、研究を
進めた。本研究では、大規模な企業データベ
ースの整備作業や国際比較分析を効率的に
進めるため、国内外の研究者とも協力・連携
した。中央大学商学部の羽田尚子准教授、ジ
ェトロ・アジア経済研究所の田中清泰研究員、
専修大学経済学部の金榮愨准教授、韓国
Gachon University の Chin Hee HAHN 教授、
イ ン ド ネ シ ア の Economic Research 
Institute for ASEAN and East Asia の
Dionisius A. NARJOKO 研究員と協力して研究
を進めた。 
 
４．研究成果 
（1）輸出による学習効果 
 経済産業省『企業活動基本調査』のデータ
を主に利用して統計的に分析したところ、輸
出開始後に売上、雇用、生産性などのパフォ
ーマンス向上が認められた。最初に輸出を開
始した時の輸出先地域を区別して分析した
場合、欧米に輸出開始した企業の方が、アジ
アに輸出開始した企業よりもパフォーマン
ス向上効果が大きかった。また、欧米に輸出
開始した企業は特許の取得にも積極的で研
究開発志向が強いことも示された。 
 
（2）企業の国際展開と研究開発の効率性 
 文部科学省『全国イノベーション調査』を
利用して、国際的な事業展開と研究開発の効
率性との関連を分析した。当該調査データを
利用することにより、研究開発のアウトプッ
トとして特許数などではなく、新しいプロダ
クトを市場に導入できたかや新しいプロセ
スを導入できたかという点を考慮できると



いう利点がある。分析の結果、海外で生産だ
けでなく、販売や研究開発まで行っている企
業は、研究開発の効率性が格段に高いことが
示された。イノベーションを行ったか否かの
違いよりも、イノベーションから得られた売
上高という面で、海外展開している企業はそ
うでない企業よりも格段に効率性が高いこ
とが示された。 
 
（3）研究開発と生産性格差の国際比較 
 経済産業省『企業活動基本調査』や『海外
事業活動基本調査』のデータを利用し、国際
比較を通じて、日本企業の生産性や研究開発
の現状・実態を評価した。まず、日韓企業を
比較したところ、韓国企業のほうが生産性の
成長率は高いものの 2000 年代後半時点でも
まだ平均的には日本企業のほうが生産性水
準は高いことが確認された。しかし、韓国で
は、比較的小規模の企業が研究開発投資を急
速に拡大しているのに対し、日本では大企業
が研究開発活動を積極化しており、研究開発
活動がより大規模の企業に集中する傾向が
見られた。一方、日本では大規模企業の研究
開発収益率は比較的低く、大企業が研究開発
を活発化させているにもかかわらず、十分に
高い収益率を実現できていないことが明ら
かになった。また、日本の多国籍企業につい
て、国内外の生産性を比較すると、日本の親
会社による出資や親会社との取引が多い海
外現地法人ほど生産性の伸びが高い傾向が
みられた。さらに親会社の生産性が伸びるこ
とが、海外現地法人の生産性の伸びにも寄与
することが示された。このことは、親会社か
ら現地法人への技術移転が行われている可
能性を示唆する。国内の生産性の伸びが多国
籍企業全体の生産性向上にとって重要であ
ることが示された。 
 
（4）輸出開始と国内生産品目構成の変化 
 経済産業省『工業統計調査』の工場レベル
のデータと品目レベルのデータを接合し、輸
出の開始・継続・停止が工場の生産品目構成
に与える影響を分析した。輸出開始に伴い、
生産品目の削除・追加が活発に行われており、
品目毎の出荷額シェアの変動も輸出開始工
場において大きいことが確認された。また、
付加価値の高い品目が導入される一方で、付
加価値の低い品目が削除される傾向もみら
れ、こうした品目構成変化が工場内の資源配
分の変化を通じて生産性向上をもたらして
いることが示唆される。輸出開始工場におい
て、品目構成変化が最も大きく、このことは、
輸出開始がイノベーション（＝新しい、より
高付加価値の品目の追加）を促し、その結果、
生産性向上を実現する、というメカニズムが
働いていると考えられる。こうしたパターン
は、韓国の工場レベルのデータを用いた分析
からも確認できた。ただし、インドネシアに
ついては、輸出開始が品目構成変化と関連が
あることは確認できたものの、付加価値の高

い品目が追加され付加価値の低い品目が削
除される点については、明確な結果が得られ
なかった。 
 
（5）海外市場の不確実性と研究開発活動 
 輸出を行う企業は為替変動に晒されてお
り、国内市場のみで事業展開する企業よりも
多くの不確実性に晒されていると考えられ
る。日本円は、世界の主要通貨の中でも為替
変動の幅が大きい通貨の一つであり、為替変
動その他の海外市場での不確実性が国内研
究開発に何らかの影響を与えるのではない
かと考えられる。まだ中間的な結果であるが、
予備分析の結果、為替変動の不確実性に晒さ
れる企業は、研究開発費増減の意思決定に際
してより慎重であることが示された。為替の
安定による不確実性の除去が、国際展開する
企業の研究開発を促す可能性が示唆された。 
 
これらの研究成果は、以下の「５．主な発表
論文等」にあるとおり、学会等で発表し、デ
ィスカッション・ペーパーとしての公表を経
て、査読付学術雑誌に投稿している。いくつ
かの論文は、査読者のコメントに基づき、改
訂中である。 
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